




i 

JAEA-Technology 2008-044 

 
高温用 N 型多対式熱電対の開発 

 
 

日本原子力研究開発機構 大洗研究開発センター 
照射試験炉センター   

綿引 俊介・斎藤 隆・土谷 邦彦・小原 浩史※・飯村 光一+ 
 

（2008 年 4 月 1 日受理） 
 

 
本報告書は 1000℃以上の中性子照射環境下で使用でき、1 本のシースにおいて軸方

向に最大 7 点の測温接点を有する高温用 N 型多対式熱電対の開発についてまとめたも

のである。 

設計、製作及び炉外試験を通じて製作性と電気的性能を確認し、製作法を確立した。 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
大洗研究開発センター：〒311-1393 茨城県東茨城郡大洗町成田町 4002 
+ 原子炉施設管理部 
※ 出向職員  



ii 

JAEA-Technology 2008-044 

 

Development of Nicrosil-Nisil Type Multi-paired Thermocouple for  
High Temperature 

 
 

Shunsuke WATAHIKI, Takashi SAITO, Kunihiko TSUCHIYA, 
 Hiroshi OHARA※ and Koichi IIMURA+ 

 
Neutron Irradiation and Testing Reactor Center 

Oarai Research and Development Center 
Japan Atomic Energy Agency 

Oarai-machi,Higashiibaraki-gun,Ibaraki-ken 
 

(Received  April 1, 2008) 
 

  
This report is described for the development of nicrosil-nisil type 
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１．はじめに 
  

試験研究炉を用いた照射試験では、燃料・材料の使用条件（照射雰囲気、照射温度など）

を模擬した環境で、中性子照射量や照射温度をパラメータにした多様な照射試験が要求さ

れる１）。このため、中性子照射環境下における照射温度を正確に測定するための熱電対の

開発２-３）や中性子束を測定するための自己出力型中性子検出器の開発１-４）が行われてきた。 

このうち、原子炉などの中性子環境下において、熱電対が温度測定に主に使用されてい

る。この熱電対には、照射試料等の照射環境に応じて、種々の熱電対が開発され利用され

ている。これまで、照射試験で用いられてきた熱電対は、クロメル－アルメル（K 型）熱

電対が主であった。この K 型熱電対での最高使用温度は素線の太さによって異なるが、

常用で 800℃程度、短時間では 1000～1200℃程度であり、JMTR では、熱中性子照射量

が 5.0×1025m-2までは良好に使用できる実績を有している。しかしながら、1000℃を超え

ると、急速に寿命が短くなるため、次世代軽水炉の燃料開発、高温ガス炉開発、核融合炉

開発の分野での燃材料の照射試験では、従来の K 型熱電対では使用環境に限界がある。

また、より高温領域について測定可能なタングステン・レニウム（W/Re 型）熱電対では

熱電対シースの製作に見合うサイズの元材（シースパイプ、絶縁材、素線）の入手の問題

や細物パイプや極めて細いベリリア（BeO）の碍子、細径の W/Re 熱電対素線の入手の問

題及び多対式であるため W/Re という極めて脆い素線を減径加工するためシース加工技

術の検討及び整備の問題等がある。 

このため、今回は 1000℃以上の照射温度でも耐熱性に優れ、熱起電力特性と中性子照

射に基づく核変換の少ないニクロシル・二シル（N 型）多対式熱電対３）に着目し、開発

を開始した。この N 型多対式熱電対は照射試験中における軽水炉燃料の中心温度の軸方

向分布の測定を可能とする JMTR の照射キャプセルや被照射物である燃材料の大きさを

考慮した１本の細径シースに最大 7 点までの測温接点を有する多対式熱電対である。 

本報告書は高温用 N 型多対式熱電対の製作性及び炉外での特性試験をまとめたもので

ある。 

 
 

２．設計条件 
 

多対式熱電対の開発目標値を以下のように設定した。 
多対式熱電対の概略図を Fig.2-1 に示す。まず、多対式熱電対を装荷する照射試験体（軽

水炉燃料等）の直径は約 8.0mm～9.0mm であるため、熱電対の直径は実装可能なφ

2.0mm 以下とした。また照射試験の高度化のため、1 本の保護シースの中に測温接点が

軸方向に最大 7 点有するとともに、測温接点の軸方向の寸法精度についても±1mm 以下



JAEA-Technology 2008-044 

－ 2 － 

とし、保護シースの中の先端にダミーシース（測温接点調整棒）を装荷することにより軸

方向の距離を調整できる構造とした。 

今回の多対式熱電対の開発にあたっては、保護シース外径をφ1.8mm、測温接点を 3
点とし、最小温接点距離間隔を 30mm とした。なお、他の 4 つの測温接点は、ダミーシ

ース（NCF600）を装荷した。 

多対式熱電対を構成する細径の N 型熱電対は、シース径をφ0.5mm とし、素線に

Ni14.2％Cr1.4％Si 線/Ni4.4％Si 線５）を、絶縁材に酸化マグネシウム（MgO）１）を用い、

シース材に高温でも使用可能なインコネル 600（NCF600）６）を選定した。また、高温高

圧下での使用において寿命が長く、誘導雑音の影響を受けないことが要求されるため測温

接点については、シースと完全に絶縁されている非接地型１）とした。さらに、多対式熱電

対の保護シースは、高温領域でも十分耐えうる NCF600 を選定した。 

 

 

３．製作及び試験検査方法 
 
3.1 材料 

多対式熱電対に装荷した細径の N 型熱電対は直径 0.5mm とした。この N 型熱電対は、

素線、絶縁材及び保護シース材から構成されており、その素線は、＋側に Nicrosil（ニク

ロシル：Ni14.2％Cr1.4％Si）線を、－側に Nisil（ニシル：Ni4.4％Si）線を用いた。な

お、この素線中のシリコン(Si)は、高温下における酸化防止のために添加されている。そ

れぞれの素線の化学成分を Table 3-1 に示す。絶縁材は、高温における絶縁特性に優れ、

かつ放射線損傷の少ない MgO を用いており、その化学成分を Table 3-2 に示す。また、

N 型熱電対に用いた保護シースの化学成分を Table 3-3 に示す。 

 

3.2 製作方法 
多対式熱電対を製作するため、Table 3-4 に示す製作フローを計画した。 

まず、細径の N 型熱電対を所定の長さに切断し、N 型熱電対のシース先端とダミーシ

ース（保護シース先端部）をレーザー溶接にて溶接する。このとき、シース先端とダミー

シースの接合状態を X 線検査にて確認する。また、外径 2.1mm の保護シース（減肉加工

前）の外表面を浸透探傷試験し、3 対の N 型熱電対と 4 対のダミーシース（NCF600）を

保護シース内に束ね、ダミーシースを溶接にて溶封する。 

次に、ドローベンチ（減径加工装置）を用いて、保護シースの外径をφ2.1mm からφ

1.8mm に減径加工する。減径加工後、測温接点位置の X 線検査を行い、測温接点の軸方

向における寸法公差が±1mm であること確認するとともに、各測温接点が判別できるよ

うに多対式熱電対の外観にマーキングをする。その後、保護シース内を真空にして He ガ

スを封入し、エポキシ樹脂をパイプ端末に充填して硬化させる。樹脂の硬化後、エポキシ



JAEA-Technology 2008-044 

－ 3 － 

シール部の He リーク検査を行う。最後に、スリーブ（φ6 SUS304）加工を行う。 
 

3.3 多対式熱電対の製作性確認試験 
製作した多対式熱電対の機械的仕様が設計仕様を満足できるよう製作できているかを

確認するため X 線検査、He リーク検査及び浸透探傷検査を次のように計画した。 

① X 線検査 

 測温接点の軸方向における寸法公差に関しては、X 線検査により、細径の N 型熱電対

の測温接点における寸法公差が±1mm 以内であることを確認する。 

② He リーク検査 

また、He リーク検査に関しては、保護シースと 3 対の N 型熱電対のシースのエポキシ

樹脂充填部の密封性を確認するため、保護シース内に He ガスを封入し、エポキシ樹脂を

保護シース端末に充填した後でスリーブ加工前に検査を行う。He リーク検査方法として

は、まず、シース端末を溶接にて封じ、シース端末から保護シース端末側を真空容器に挿

入し、多対式熱電対を取付ける。He ガスの漏洩は He リークデテクター（ANELVA 製、

型番：A-220M-LD）で測定し、漏洩量については JMTR キャプセルの技術基準に従い

1×10-7Pa･m3/sec 以下とし、この設定値以下であることを確認する。He リーク試験の概

略図を Fig.3-1 に示す。 

③ 浸透探傷検査 

さらに、多対式熱電対の保護シース全体の浸透探傷試験を室温（15℃～35℃）で行う。

まず、洗浄液により検査箇所（保護シース外表面）を洗浄処理する。次に、浸透液を塗布

し、約 10 分間放置する。その後、浸透液を除去し現像液を吹き付け約 10 分間放置した

後で発色の有無を確認し、有害な表面開口傷がないことを確認する。 

 

健全性確認試験で用いた計測器の名称、型式及び校正年月日を Table 3-5 に示す。 

 

3.4 多対式熱電対の電気的性能確認試験 
製作した多対式熱電対の電気的性能確認の確認については、基準熱電対（白金熱電対）

による基準温度との温度差を評価する校正試験、シースと素線との絶縁抵抗を測る絶縁検

査及び素線間の往復抵抗を測る導通検査を行い、その性能を確認する。加熱試験炉内での

性能試験において試験雰囲気をHeガス雰囲気とするため被試験体をガス置換専用容器に

入れ He ガス雰囲気とする。ガス置換専用容器を Photo 3-1 に示す。また、被試験体の各

測温接点の位置がわかるようにガス置換専用容器に各測温点をマーキングする（Photo 
3-2）。 

① 校正試験 

校正試験に関しては、室温、400℃、600℃、800℃、1000℃及び 1100℃の測定温度に

ついて、ガス置換専用容器にマーキングした各測温接点部にそれぞれ基準熱電対を取付け、

3本の基準熱電対の測温接点と非試験体の各測温接点の位置をそれぞれ正確に合わせ加熱
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試験炉内にセットし温度校正を行う。測定は、基準熱電対の温度が所定の測定温度に到達

後、10 分経過した後に行う。本試験では、加熱試験炉内の雰囲気は He ガス雰囲気とし、

基準熱電対の校正温度と多対式熱電対の測定温度との許容誤差は、その校正温度の±1%
（室温：±1.5℃、400℃：±4.0℃、600℃：±6.0℃、800℃：±8.0℃、1000℃：±10.0℃、

1100℃：±11.0℃）以内を合格とする。室温（常温水）の場合の試験方法を Fig.3-2 に、

また 400～1100℃の場合の試験方法を Fig.3-3 に示す。また、加熱試験炉の外観を Photo 
3-3 に示し、加熱試験炉に実装した多対式熱電対と基準熱電対を Photo 3-4 に示す。 

② 絶縁試験 

被試験体の端子とシース間の絶縁抵抗を絶縁抵抗計（HIOKI 製、型番：SM-8213）及

び超絶縁抵抗計（アジレント・テクノロジー製、型番：4329A）を用いて室温にて測定し、

1×109Ω 以上であることを確認する。このとき、印加電圧は 10VDC とする。また、参考

値として、各測定温度到達時おける絶縁抵抗値も測定する。 

③ 導通試験 

 室温における各端子間の往復抵抗をホイートストンブリッジ（横河電機製、型番：

2755-97）を用いて測定する。また、参考値として、各測定温度到達時おける往復抵抗値

も測定する。 

 

これらの性能試験において使用した計測器の名称、型式及び校正年月日を Table 3-5 に

示す。 

 
 

４. 結果と考察 

 
 多対式熱電対を 3.2 の制作方法で 3 体（No.1～No.3）製作し、3.3 の製作性確認試験及

び 3.4 の電気的性能確認試験を実施した。 
 
4.1 製作性確認試験結果 

多対式熱電対の機械的仕様を確認するために行った X 線検査、He リーク検査及び浸透

探傷検査の結果について以下に示す。 
① X 線検査結果 
製作性確認試験として測温接点の軸方向における寸法公差を測定するために実施した

X 線検査の結果を Fig.4-1 及び Fig.4-2 に示すとともに測定結果を Table 4-1 に示す。設

計条件として定めた測温接点間距離（A 点：50mm、B 点：30mm、C 点：30mm）に対

して製作した多対式熱電対 3 本とも測温接点の軸方向における寸法公差が設計条件と比

較して±1mm 以内であった。 
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② He リーク検査結果 
He ガスを封入した保護シース及びそれぞれの N 型熱電対のシース（3 対）のエポキシ

樹脂充填部の密封性を確認するために製作した多対式熱電対全数についてHeリーク試験

を行った結果、全数とも漏洩量は 1×10-7Pa･m3/sec 以下であった。 

③ 浸透探傷検査結果 
多対式熱電対の保護シース全体の浸透探傷試験を行った結果、有害な表面開口傷はなく、

良好であった。 
 

以上から Table 3-4 に示した製作フローは製作、仕様を満足できることを確認した。 
 

4.2 電気的性能確認試験結果 
多対式熱電対の性能試験として実施した校正検査、絶縁検査及び導通検査の結果を以下

に示す。 

① 校正試験結果 

校正試験の結果としては、各校正温度到達時に測定した基準温度及び被試験体温度を

Table 4-2～Table 4-4（多対式熱電対 No.1～3）に示し、多対式熱電対１本ごとに基準温

度と被試験体の温度差と目標温度との関係を Fig.4-4～Fig.4-12（多対式熱電対 No.1～3）
に示す。この結果、測定温度の誤差は、その校正温度の±1％以内であり、許容誤差の範

囲内であることがわかった。 

② 絶縁試験結果 

絶縁試験の結果を Table 4-5～Table 4-7（多対式熱電対 No.1～3）に示す。この結果、

すべての熱電対について室温時における絶縁抵抗値が 1×109Ω 以上であり、十分な絶縁

を有することが分かった。ところが、今回製作した細径の N 型熱電対は、Fig.4-13～
Fig.4-15（多対式熱電対 No.1～3）に示すように温度が 400℃、600℃、800℃、1000℃、

1100℃と上げると、急激に（指数関数的に）抵抗値が減少した。校正試験終了後、室温に

て絶縁抵抗を再度測定した結果、正常値（1×109Ω 以上）を示した。これは、保護シース

（NCF600）と中の素線間を MgO で絶縁しているためであり、MgO の負の温度特性によ

り生じるもので、絶縁体の場合、自由電子が少ないことにより絶縁性が生じているが、高

温になることで、熱によって電子などの荷電担体が活性化される効果のほうが顕著に現れ

ることにより抵抗率が下がるためと考えられる７）。 

③ 導通試験結果 

導通試験の結果を Table 4-8～Table 4-10（多対式熱電対 No.1～3）に示し、Table 4-8
～Table 4-10 に基づき往復抵抗と測定温度との関係を示したものを Fig.4-16～Fig.4-18
（多対式熱電対 No.1～3）に示す。この結果、往復抵抗は、温度の上昇とともに増加する

ことがわかった。これは、電気が導通するということは、移動可能な荷電担体が存在する

ということであるため、導電性は荷電担体の密度と、その動きやすさによって決まる。す

なわち、導体の場合、常温で充分に自由電子があるが、その電気抵抗は、熱によって生じ
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る格子振動のような電子の運動を阻害する要因に支配され、そのため、導通抵抗は温度上

昇とともに増加すると考えられる。室温時及び温度校正時においても異常がないことを確

認し、開発した多対式熱電対は良好に使用できることが分かった。なお、各々の N 型熱

電対における往復抵抗値の違いは熱電対の素線の長さに影響がある。 
 
以上から所期の性能を確認し、この方式の熱電対が問題なく製作できることを確認した。 
 
 

５．結論 

 
1000℃以上の中性子照射環境下で使用でき、1 本のシースにおいて軸方向に最大 7 点の

測温接点を有する多対式熱電対の開発を計画し、設計、製作及び炉外試験を通じて製作性

と電気的性能を確認し、製作法を確立したことにより、当初設定した製作条件を満足する

多対式熱電対を製作することができた。 

今後は、本熱電対を用いて、実際の照射試験への適用性を検証するため、炉外試験にて

熱サイクル試験、耐久試験などを行うとともに、JMTR 改修後には照射試験を実施し、照

射特性を取得していく予定である。 
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Fig.2-1 N 型多対式熱電対概略図 
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Table.3-1 芯線（ニクロシル/ニシル）の化学成分 

 

 

 

 

 

 

Table.3-2 絶縁材（MgO）の化学成分 

 

 

Nicrosil（ニクロシル）[%] Nisil（ニシル）[%]  材質 

成分      

基準値 測定値 基準値 測定値 

Ni Bal Bal Bal Bal 
Cr 14.2 14.35 - - 

Si 1.4 1.48 4.4 4.56 
Fe - 0.15 - 0.06 
Co - 0.10 - 0.13 
C - 0.008 - 0.013 

Mn - <0.01 - <0.01 
Mo - <0.01 - <0.01 
Cu - <0.01 - <0.01 
S - 0.002 - <0.001 
P - <0.005 - <0.005 

化学成分[%] 

成分 MgO CaO SiO2 Al2O3 Fe2O3 B 
A 99.84 0.04 0.01 0.05 0.04 <10ppm  

粒径 
B 99.82 0.03 0.01 0.08 0.04 <10ppm 
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Table.3-4 N 型多対式熱電対の製作フロー 
 

工程 作業 工程間検査 チェックポイント

シース切断

芯線間の絶縁抵抗

１０VDCにて１×10
9
Ω以上

測温接点加工
測温接点をレーザー溶接にて溶
接する。（3対）

接合状態

ダミーシース取
付

N型熱電対3対のシース先端とダ
ミーシース（測温接点調整棒）を
溶接する。

溶け込み具合

・　シース先端とダミー棒の
接合状態をX線検査にて確
認する。
・　φ2.1パイプの外表面にお
いて浸透探傷試験を行う。

溶接

ダミーシース（NCF600）４対とN
型熱電対3対を保護管内に束
ね、ダミー棒（保護管先端部）を
溶接封じする。

溶け込み具合

測温接点位置においてX線
検査を行う。

減径加工
パイプの外形をφ2.1からφ1.8
に減径加工する。

減径加工後、測温接点位置
のX線検査を行う。

パイプ内Heガス
封入

パイプ内にHeガスを封入する。

シール
エポキシ樹脂をパイプ端末に充
填し、硬化させる。

エポキシ硬化
が始まったら
絶対に動かさ
ない。

エポキシシール部において
Heリーク検査を行う。

検査要領書に
準ずる。

スリーブ加工
スリーブ(φ6　SUS304)加工を行
う。

最終検査
試験検査要領書に基づいた試
験検査を実施する。

測温接点の軸
方向における
寸法公差：±
1mm

シースを指定の長さに切断す
る。
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He リーク検査 
 
① 保護管 
② エポキシ樹脂充填 
③ 真空容器 
④ He リークデテクター 
 
 
 

      

Photo.3-1 ガス置換専用容器 
 

 
Photo.3-2 ガス置換専用容器に施した測温点位置のマーキング

Fig.3-1 He リーク検査方法

④

③

② ①

④

③

② ①
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室温（常温水）の場合 
   

① 基準測温抵抗体 
② 被試験品 
③ 高精度デジタル 

マルチメータ 
④ 試験槽（常温水） 
⑤ 基準接点（0℃） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
400～1100℃の場合 
 

① 基準熱電対 
② 被試験品 
③ 高精度デジタル 

マルチメータ 
④ 加熱試験炉 
⑤ 基準接点（0℃） 
⑥ 超高純度 He ガス 

 
 
 
 
 
          

 
 

④

⑤

③

②

①

③

④

⑤

③

②

①

③

④

⑤ ③

②

① ③

⑤

⑥

④

⑤ ③

②

① ③

⑤

⑥

Fig.3-2 校正検査方法（室温） 

Fig.3-3 校正検査方法（400～1100℃） 
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Photo.3-3 加熱試験炉外観 

Photo.3-4 加熱試験炉に実装した多対式熱電対と基準熱電対 
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Table.4-1 N 型多対式熱電対測温接点間距離測定結果 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

測温点間距離 A B C 

基準値[mm] 50.0 30.0 30.0 

No.1[mm] 49.0 30.0 30.0 

No.2[mm] 49.0 30.5 30.0 

多対式 

熱電対 

No. No.3[mm] 49.0 29.5 29.5 

 

 

 

 

 

 

 

寸法公差：A,B,C とも±1mm 
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Table.4-2 校正試験結果（多対式熱電対 No.1） 
 

 
 

目標温度 

[℃] 

基準熱電対 

測定点 

基準熱電対 

温度[℃] 

N 型熱電対

測定点 

N 型熱電対 

温度[℃] 
誤差[℃]

① 26.49 ① 26.94 0.45 

② 26.49 ② 26.94 0.45 25 

③ 26.49 ③ 27.02 0.53 

① 400.5 ① 402.09 1.59 

② 402 ② 403.7 1.7 400 

③ 403.4 ③ 405.16 1.76 

① 597.36 ① 599.55 2.19 

② 598.25 ② 601.23 2.98 600 

③ 600.73 ③ 602.64 1.91 

① 796.23 ① 799.19 2.96 

② 797 ② 800.21 3.21 800 

③ 798.83 ③ 801.21 2.38 

① 991.69 ① 994.87 3.18 

② 992 ② 995.51 3.51 1000 

③ 993.77 ③ 996.29 2.52 

① 1089.46 ① 1092.64 3.18 

② 1089.54 ② 1093.06 3.52 
1100 

③ 1091.07 ③ 1093.82 2.75 

N 型熱電対① N 型熱電対② N 型熱電対③ 

基準熱電対① 基準熱電対② 基準熱電対③ 
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Fig.4-4 多対式熱電対（No.1）の校正試験結果（N 型熱電対①） 
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   Fig.4-5 多対式熱電対（No.1）の校正試験結果（N 型熱電対②） 
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Fig.4-6 多対式熱電対（No.1）の校正試験結果（N 型熱電対③） 
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Table.4-3 校正試験結果（多対式熱電対 No.2） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標温度 

[℃] 

基準熱電対 

測定点 

基準熱電対 

温度[℃] 

N 型熱電対

測定点 

N 型熱電対 

温度[℃] 
誤差[℃]

① 25.18 ① 25.9 0.72 

② 25.18 ② 25.93 0.75 25 

③ 25.18 ③ 25.9 0.72 

① 401 ① 402.92 1.92 

② 402.5 ② 404.48 1.98 400 

③ 403.8 ③ 405.24 1.44 

① 602.18 ① 604.77 2.59 

② 603.5 ② 606.13 2.63 600 

③ 605 ③ 607.13 2.13 

① 798 ① 801.36 3.36 

② 798.83 ② 802.15 3.32 800 

③ 800 ③ 802.89 2.89 

① 999.36 ① 1003.08 3.72 

② 999.54 ② 1003.47 3.93 1000 

③ 1000.21 ③ 1003.39 3.18 

① 1094.85 ① 1098.45 3.6 

② 1094.86 ② 1098.59 3.73 
1100 

③ 1095.14 ③ 1098.61 3.47 

N 型熱電対① N 型熱電対② N 型熱電対③ 

基準熱電対① 基準熱電対② 基準熱電対③ 
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Fig.4-7 多対式熱電対（No.2）の校正試験結果（N 型熱電対①） 
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Fig.4-8 多対式熱電対（No.2）の校正試験結果（N 型熱電対②） 
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Fig.4-9 多対式熱電対（No.2）の校正試験結果（N 型熱電対③） 
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Table.4-4 校正試験結果（多対式熱電対 No.3） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

目標温度 

[℃] 

基準熱電対 

測定点 

基準熱電対 

温度[℃] 

N 型熱電対

測定点 

N 型熱電対 

温度[℃] 
誤差[℃]

① 25.18 ① 25.93 0.75 

② 25.18 ② 25.93 0.75 25 

③ 25.18 ③ 25.9 0.72 

① 398.9 ① 400.64 1.74 

② 399.8 ② 402.2 2.4 400 

③ 401.5 ③ 403.17 1.67 

① 602.27 ① 604.79 2.52 

② 603.25 ② 606.13 2.88 600 

③ 604.64 ③ 607.13 2.49 

① 797.42 ① 800.62 3.2 

② 798 ② 801.39 3.39 800 

③ 799.08 ③ 802.3 3.22 

① 996.85 ① 1000.17 3.32 

② 997 ② 1000.59 3.59 1000 

③ 997.62 ③ 1001.08 3.46 

① 1094.46 ① 1097.85 3.39 

② 1094.43 ② 1098.06 3.63 
1100 

③ 1094.64 ③ 1098.51 3.87 

N 型熱電対① N 型熱電対② N 型熱電対③ 

基準熱電対① 基準熱電対② 基準熱電対③ 
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Fig.4-10 多対式熱電対（No.3）の校正試験結果（N 型熱電対①） 
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Fig.4-11 多対式熱電対（No.3）の校正試験結果（N 型熱電対②） 



JAEA-Technology 2008-044 

－ 27 － 

     

      

0

200

400

600

800

1000

1200

0 200 400 600 800 1000 1200

N型熱電対温度[℃]

基
準

熱
電

対
温

度
[℃

]
多対式熱電対No.3
/N型熱電対③の温度
許容誤差±1%

 

 
Fig.4-12 多対式熱電対（No.3）の校正試験結果（N 型熱電対③） 
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Table.4-5 多対式熱電対（No.1）の絶縁測定結果 

    
 

測定温度[℃] 測定した熱電対 絶縁抵抗[Ω] 
N 型熱電対① 5.0×1013 

N 型熱電対② 5.0×1013 
 

25 
N 型熱電対③ 2.0×1013 

N 型熱電対① 1.5×109 

N 型熱電対② 1.3×109 

 
 

400 
N 型熱電対③ 1.3×109 

N 型熱電対① 8.0×106 

N 型熱電対② 6.0×106 

 
 

600 
N 型熱電対③ 7.0×106 

N 型熱電対① 1.8×105 

N 型熱電対② 1.5×105 

 
 

800 
N 型熱電対③ 1.6×105 

N 型熱電対① 8.1×103 

N 型熱電対② 8.4×103 

 
 

1000 
N 型熱電対③ 9.5×103 

N 型熱電対① 2.4×103 

N 型熱電対② 2.3×103 

 
 

1100 
N 型熱電対③ 2.6×103 
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Table.4-6 多対式熱電対（No.2）の絶縁測定結果 

 
 

測定温度[℃] 測定した熱電対 絶縁抵抗[Ω] 
N 型熱電対① 1.5×1013 

N 型熱電対② 1.5×1013 
 

25 
N 型熱電対③ 1.0×1013 

N 型熱電対① 2.0×109 

N 型熱電対② 4.0×108 

 
 

400 
N 型熱電対③ 5.0×108 

N 型熱電対① 4.0×105 

N 型熱電対② 2.0×106 

 
 

600 
N 型熱電対③ 2.0×106 

N 型熱電対① 1.3×105 

N 型熱電対② 6.0×104 

 
 

800 
N 型熱電対③ 7.5×104 

N 型熱電対① 7.1×103 

N 型熱電対② 4.6×103 

 
 

1000 
N 型熱電対③ 5.3×103 

N 型熱電対① 2.2×103 

N 型熱電対② 1.8×103 

 
 

1100 
N 型熱電対③ 1.9×103 
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Table.4-7 多対式熱電対（No.3）の絶縁測定結果 

  
 
測定温度[℃] 測定した熱電対 絶縁抵抗[Ω] 

N 型熱電対① 2.0×1013 

N 型熱電対② 1.2×1013 
 

25 
N 型熱電対③ 2.5×1013 

N 型熱電対① 3.5×109 

N 型熱電対② 4.0×109 

 
 

400 
N 型熱電対③ 1.5×109 

N 型熱電対① 1.5×107 

N 型熱電対② 3.0×107 

 
 

600 
N 型熱電対③ 5.0×106 

N 型熱電対① 2.2×105 

N 型熱電対② 3.0×105 

 
 

800 
N 型熱電対③ 1.3×105 

N 型熱電対① 1.2×104 

N 型熱電対② 1.5×104 

 
 

1000 
N 型熱電対③ 8.6×103 

N 型熱電対① 2.7×103 

N 型熱電対② 3.3×103 

 
 

1100 
N 型熱電対③ 2.5×103 
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Fig.4-13 多対式熱電対（No.1）の絶縁測定結果 
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Fig.4-14 多対式熱電対（No.2）の絶縁測定結果 
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Fig.4-15 多対式熱電対（No.3）の絶縁測定結果 
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Table.4-8 多対式熱電対（No.1）の導通測定結果 

 
 

測定温度[℃] 測定した熱電対 導通抵抗[Ω ] 
N 型熱電対① 612 

N 型熱電対② 597 
 

25 
N 型熱電対③ 591 

N 型熱電対① 625.1 

N 型熱電対② 605 

 
 

400 
N 型熱電対③ 598 

N 型熱電対① 625.2 

N 型熱電対② 609 

 
 

600 
N 型熱電対③ 602 

N 型熱電対① 629 

N 型熱電対② 612.5 

 
 

800 
N 型熱電対③ 605.5 

N 型熱電対① 633.5 

N 型熱電対② 616.5 

 
 

1000 
N 型熱電対③ 609 

N 型熱電対① 635.5 

N 型熱電対② 618 

 
 

1100 
N 型熱電対③ 611 
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Table.4-9 多対式熱電対（No.2）の導通測定結果 

 
 
測定温度[℃] 測定した熱電対 導通抵抗[Ω ] 

N 型熱電対① 596 

N 型熱電対② 594 
 

25 
N 型熱電対③ 585 

N 型熱電対① 604 

N 型熱電対② 601 

 
 

400 
N 型熱電対③ 592 

N 型熱電対① 609 

N 型熱電対② 606 

 
 

600 
N 型熱電対③ 596 

N 型熱電対① 612.5 

N 型熱電対② 609.5 

 
 

800 
N 型熱電対③ 599.5 

N 型熱電対① 617.5 

N 型熱電対② 613.5 

 
 

1000 
N 型熱電対③ 602.5 

N 型熱電対① 619.5 

N 型熱電対② 615.5 

 
 

1100 
N 型熱電対③ 605 
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Table.4-10 導通検査結果（多対式熱電対 No.3） 

 
 

測定温度[℃] 測定した熱電対 導通抵抗[Ω ] 
N 型熱電対① 604 

N 型熱電対② 595 
 

25 
N 型熱電対③ 592 

N 型熱電対① 612.5 

N 型熱電対② 603.5 

 
 

400 
N 型熱電対③ 598.5 

N 型熱電対① 617 

N 型熱電対② 608 

 
 

600 
N 型熱電対③ 603 

N 型熱電対① 621 

N 型熱電対② 611.5 

 
 

800 
N 型熱電対③ 606.5 

N 型熱電対① 625.5 

N 型熱電対② 616 

 
 

1000 
N 型熱電対③ 610 

N 型熱電対① 627.5 

N 型熱電対② 618.5 

 
 

1100 
N 型熱電対③ 612 
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Fig.4-16 多対式熱電対（No.1）の導通測定結果 

550

560

570

580

590

600

610

620

630

640

650

0 200 400 600 800 1000 1200

温度[℃]

往
復

抵
抗

値
[Ω

]

N型熱電対①

N型熱電対②

N型熱電対③

 

Fig.4-17 多対式熱電対（No.2）の導通測定結果 
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多対式熱電対 No.2 
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Fig.4-18 多対式熱電対（No.3）の導通測定結果 
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付録Ⅰ JMTR における N 型熱電対の使用実績 
 
現在に至るまでに JMTR において使用されたシース熱電対の仕様を Table Ⅰ-1 に、

各種熱電対の測温範囲を Fig.Ⅰ-1 に示す。また、高温測定用熱電対の使用実績を Fig.
Ⅰ-2 に示す。 

下図はTableⅠ-1及びFig.Ⅰ-1は(独)日本原子力研究開発機構経営企画部材料試験炉

計画準備室編、「JMTR で利用可能な照射試験技術」、（2007）p.3 より抜粋 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
   

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

Table Ⅰ-1 JMTR におけるシース熱電対の仕様 

Fig.Ⅰ-1 各種熱電対の測温範囲 
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付録Ⅱ ハルデン炉で使用している熱電対について 
 
 
ハルデンプロジェクトでは照射中の温度測定用熱電対として 1964～1966年に種々の

試験を実施している 1)。その結果、外径 1mm のインコネルシースにアルミナ（Al2O3）

絶縁したクロメル/アルメル熱電対が正確で信頼性があり、燃料中心温度測定用の外径

1mm のモリブデンシースにマグネシア（MgO）またはベリリア（BeO）絶縁のタング

ステン/レニウム合金製熱電対は寿命が短いと報告している 1)。 
その後、ハルデンでは燃料中心温度用熱電対は 2000℃まで、ときには 2500℃までの

測定をするために外径 1.5～1.6mm のタンクステン/25%レニウム合金（又はモリブデ

ン/50%レニウム合金）シースに高純度ベリリア（BeO）絶縁したタングステン/レニウ

ム合金系の熱電対（W3%Re/W25%Re、W5%Re/W26%Re）を使用している 2)- 4)。ただ

し、W-Re 合金製熱電対は照射下では W→Re→Os に核変換するため補正が必要となる

3)。 
 

 
参考文献 
1) HPR 74 Experience with in-pile thermocouples at HBWR（1967）. 
2) ハルデン共同研究合同運営委員会発行：「ハルデン計画」、（1984）. 
3) C. Vitanza and T. E. Stien: Journal of Nuclear Materials 139（1986）pp.11-18. 
4) O. Aarrestad and H. Thoresen: In-core instrumentation and core assessment, 

Proceedings of a Specialists' Meeting,（1996）. 
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付録Ⅲ 照射中の燃料中心温度について 
 
 
ハルデンプロジェクトで実施したペレット－被覆管ギャップ幅を変えたときの燃料

中心温度と線出力密度の関係から線出力密度 300W/cm における燃料中心温度はではギ

ャップ幅が 230μm で 1050-1100℃になっている。また、燃焼度をパラメータとした場

合の非加圧燃料棒の線出力密度と燃料中心温度の関係では燃焼初期（0GWd/t）では

300W/cm で中心温度は 900℃強であるが、6MWd/kgUO2（約 6.8GWd/t）では 300W/cm
で 1300℃弱になっている 1)。 

 
同様にハルデンプロジェクトで実施したギャップガスの効果を調べるため、He を充

填した燃料と Xe を充填した燃料の出力起動時におけるペレット中心温度の計算値と実

測値を比較した結果では、He を充填した燃料においても出力 300W/cm で中心温度は

1000℃以上になっている 2)。 
 
ハルデンプロジェクトのVitanzaらが実施したW-3%Re/W-25%Re熱電対の照射によ

る合金元素の核変換に伴う熱電対の補正の試験では、燃焼初期の燃料棒平均出力（熱電

対位置の出力ではない）は約 300W/cm であり、その時の燃料中心温度は約 1100℃で

ある 3)。 
 
JNES プロジェクトで実施した BWR9×9A 型燃料についての挙動解析コードによる

解析結果では照射初期の軸方向下部位置は線出力密度が約 30kW/m であり、その位置

の燃料中心温度の計算値は約 1100℃となっている 4)。（Fig.Ⅲ-1 及び Fig.Ⅲ-2 参照） 
 
以上の結果から BWR 燃料において燃焼初期の 300W/cm における燃料中心温度は

900℃～1100℃程度である。 
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独立行政法人 原子力安全基盤機構：平成 18 年度 高燃焼度 9×9 型燃料信頼性実証

成果報告書 付録Ⅰ（9×9Ａ型燃料照射後試験結果）、平成 19 年 12 月より抜粋 
 
参考文献 
(1) ハルデン共同研究合同運営委員会発行、「ハルデン計画」（1984） 
(2) 日本原子力産業会議発行、「動力炉 燃料・材料ガイドブック」（1998） 
(3) C. Vitanza and T. E. Stien ; Journal of Nuclear Materials 139（1986）pp.11-18 
(4) 独立行政法人 原子力安全基盤機構：平成 18 年度 高燃焼度 9×9 型燃料信頼性実

証成果報告書 付録Ⅰ（9×9Ａ型燃料照射後試験結果）、（2007） 

Fig.Ⅲ-1 2F1Z2D9 燃料要素出力履歴（軸方向下部出力+10%） 

Fig.Ⅲ-2 2F1Z2D9 燃料要素ペレット中心温度（軸方向下部出力+10%） 








